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要　　約

鉄筋コンクリート造の柱梁接合部のプレキャスト化は，躯体工事の大きな省力化を期待できる．プレ
キャスト部材の接続で一般的に用いられる機械式継手は，梁端部から梁せいの 1.0倍から 1.5倍程度離
した位置に設ける必要があるが，この場合，十字に梁が取付く内柱の柱梁接合部は，運搬上の制約から
プレキャスト化が困難となることが多い．本構法は，機械式継手を梁端部近傍に設けるために，梁端部
を高強度鉄筋で補強してヒンジ位置を継手端部に移動させる技術（ヒンジリロケーション構法）である．
本報では，ヒンジリロケーション構法の構造性能確認を目的として実施した十字形骨組の構造実験結

果を報告する．
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§1．はじめに

筆者らは，柱梁接合部のプレキャスト（以下，PCa）
化による施工の合理化を目的として，ヒンジリロケーシ
ョン（以下，HR）を応用する研究1），2）を行っている．PCa

部材の接続に用いられる A級機械式継手は，ヒンジ領域
を避けた位置（柱面から梁せい D以上離した位置）に設
ける必要がある．この場合，中柱接合部の PCa部材長さ
（接合部せい＋鉄筋突出長）は運搬車両で積込できる長さ
を超え，PCa化出来ないことが多い．本研究の HRは，梁
端部から接合部内の主筋に対し，梁一般部の主筋よりも
高強度な鉄筋を用いることで，ヒンジ位置を継手先端位

置に移動させるものである．図―1のように HRを応用
して機械式継手を梁端部に設置することで，運搬車両に
積込できる長さとなり，PCa接合部として計画できる．
既報1，2）では，HR梁の設計式の検証を目的として逆対
称加力実験を実施し，梁端曲げ余裕度（梁端部曲げ強度
／継手先端曲げ強度）を 1.1程度以上確保することで HR

を実現できること，せん断強度および付着強度は靭性指
針式3）で概ね評価できる知見が得られた．本研究では，HR

十字形骨組の構造実験を実施し，HRが成立する条件を
確認するとともに，終局強度評価式を検討する．なお，本
研究の HRは文献 4）のように機械式継手を柱面に設け
ず，柱面から 0.1D～0.3D離して設けることを想定してお
り，曲げ強度の調整が可能である特徴を有する．

図―1　ヒンジリロケーションを PCa 構法に応用
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§2．実験計画

2―1　試験体
試験体諸元を表―1に，試験体形状および配筋を図―

2に，鉄筋の材料特性を表―2に，コンクリートの材料
特性を表―3に示す．試験体は，図―2に示す十字形骨
組 4体で，縮尺は実大の 1/2程度である．実験因子は，柱
面から継手末端までの距離 x（0.1D：TB1・TB3・TB4，
0.3D：TB2），破壊形式（梁 HR曲げ破壊：TB1・TB2，接
合部せん断破壊：TB3・TB4）である．機械式継手はモ
ルタル充填式とし，注入モルタルは曲げ降伏後の継手か
らの主筋抜け出し2）を小さくするため，120 N/mm2級を
用いた．TB1は基準試験体であり，梁 HR曲げ破壊（想

定ヒンジ位置は継手先端）として計画した．TB2は TB1

より xを 0.3Dと大きくしており，TB1より梁の曲げ終局
強度が大きく，梁端曲げ余裕度および接合部せん断余裕
度（接合部せん断強度／継手先端曲げ強度）が小さくな
っている．TB3は柱梁のコンクリート設計基準強度 Fc

を 27 N/mm2とすることで，接合部のせん断破壊が先行
するように計画した．TB4は TB3と同様に接合部せん断
破壊先行型だが，Fcを 36 N/mm2と大きくした．接合部
への入力せん断力を大きくするため，梁一般部主筋に
SD590，梁端部および接合部内主筋に SD685を用いた．

表―3　コンクリートの材料諸元

表―2　鉄筋の材料諸元

表―1　試験体諸元

降伏応力度 ヤング係数 引張強さ

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2]
D16 (SD490) 557.0 1.90×105 723.0 梁一般部主筋（TB1,TB2,TB3）
D16 (SD590) 642.1 1.99×105 782.8 梁一般部主筋（TB4）
D19 (SD490) 549.2 1.91×105 750.6 柱主筋

D19 (SD590) 651.5 1.95×105 834.1 梁端部主筋（TB1,TB2,TB3）
D19 (SD685) 719.2 1.94×105 910.8 梁端部主筋（TB4）
S6   (SD785)    868.7*1 1.77×105 1081.5 せん断補強筋,接合部横補強筋

使用箇所種別

*1：0.2％オフセット法により求めた。 

設計基準強度 圧縮強度 ヤング係数 割裂強度

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [N/mm2]
梁 42 41.1 3.24×104 3.03

柱・接合部 60 58.7 3.59×104 3.43
梁 42 41.1 3.24×104 2.77

柱・接合部 60 58.3 3.65×104 3.17
梁 27.0 2.92×104 1.81

柱・接合部 25.9 2.66×104 1.77
梁 35.9 3.10×104 2.11

柱・接合部 35.1 3.02×104 2.12

部位

TB1

TB2

TB3 27

TB4 36

TB1 TB2 TB3 TB4
梁HR曲げ破壊

基準試験体

梁HR曲げ破壊

継手距離0.3D
接合部せん断

Fc 27
接合部せん断

Fc 36
コンクリート設計
基準強度 Fc (N/㎟) 27 36

断面 B ×D (㎜)
柱面から継手末端
までの距離 x (㎜) 45（0.1D ） 135（0.3D ）

梁端部主筋

4+4-D19
(SD685)

p t=2.10％

梁一般部主筋

4+4-D16
(SD590)

p t=1.45％

梁端部
せん断補強筋

4-S6@50
(SD785)

p w =0.85％

梁一般部
せん断補強筋

4-S6@70
 (SD785)

p w =0.61％
コンクリート設計
基準強度 Fc (N/㎟) 27 36

断面 B ×D (㎜)
軸力比

柱主筋

柱せん断補強筋

コンクリート設計
基準強度 Fc (N/㎟) 27 36

横補強筋

梁端曲げ余裕度*1 1.16 1.04 1.17 1.12
接合部

せん断余裕度*2 1.24 1.11 0.74 0.78

試験体名

試験体タイプ

梁

42

300×450

45（0.1D ）

4+4-D19
(SD590)

p t=2.10％
4+4-D16
(SD490)

p t=1.45％
4-S6@35
(SD785)

p w =1.22％
4-S6@50
(SD785)

p w =0.85％

柱

60

500×500
0.10

12-D19 (SD490) p g =1.38％ 14-D19 (SD490) p g =1.61％
4-S6@50 (SD785) p w =0.51％

接
合
部

60

5-□-S6 (SD785) p jw =0.22％

余
裕
度

※各種余裕度は梁せん断力に換算した値で算出（３－１節と４－２節を参照） 
*1：梁端部曲げ強度／継手先端曲げ強度（ACI法） 
*2：接合部せん断強度／継手先端曲げ強度（靭性指針） 

図―3　セットアップ状況

図―2　試験体形状および配筋
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（c）TB3：接合部せん断破壊型・Fc27 （d）TB4：接合部せん断破壊型・Fc36

図―7　変形割合の推移（正加力）

図―4　梁せん断力－層間変形角関係および破壊性状

図―6　τj・γの算定

図―5　梁接合部せん断応力度－接合部せん断変形角関係
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2―2　載荷方法
セットアップ状況を図―3に示す．加力は柱頭・柱脚

をピン・ローラーで支持し，柱頭に一定軸力（軸力比
0.10）を与えた後，梁先端に逆対称せん断力を作用させ
る方法とした．載荷履歴は正負交番漸増繰返し載荷とし，
層間変形角 R＝±1.25，2.5，5，10，20，30，40×10-3 rad. 

を各 2サイクル行った．なお，TB2は R＝40×10-3 rad.よ
り大変形の構造性能を確認するため，R＝40×10-3 rad.の
代わりに R＝50×10-3 rad.の載荷を行った．

§3．実験結果

3―1　実験経過
梁せん断力 Q－層間変形角 R関係および破壊性状（最

終サイクル時）を図―4に示す．図中には各種イベント
のほか，ACIのストレスブロック法5）により算出した継
手先端曲げ終局強度計算値 bQfu1，梁端部曲げ終局強度計
算値 bQfu2，靭性指針式3）による接合部せん断終局強度計
算値 pQsuを併せて示す．なお，主筋降伏は左右の梁のひ
ずみが材料試験結果から求めた降伏ひずみを超え，荷重
－ひずみ関係で明確なひずみ増加が確認された点とした．
全試験体，R＝1.25×10-3 rad.サイクルで梁曲げひび割れ，
R＝2.5×10-3 rad.サイクルで梁せん断ひび割れ，R＝5×
10-3 rad.サイクルで接合部せん断ひび割れが発生した．
その後，TB1および TB2は，R＝10×10-3 rad.サイク

ル時に継手先端 1段主筋が降伏した．R＝20×10-3 rad.サ
イクル時では継手先端 2段主筋の降伏，梁端部圧縮側コ
ンクリートの圧壊が確認された．荷重－変形関係上で明
確な剛性低下が生じ，継手先端位置での梁曲げ降伏が確
認された．R＝30×10-3 rad.サイクル以降は，継手先端か
ら梁先端へ 0.5D程度の範囲のひび割れが拡大した．TB1

は R＝30×10-3 rad.サイクル時に，TB2は R＝50×10-3 

rad.サイクル時に最大荷重に達し，bQfu1に対応した．TB1

および TB2は著しい荷重低下が見られず，優れた変形性

能を有していたことから破壊モードは梁 HR曲げ破壊と
判定される．

TB3および TB4は，R＝10×10-3 rad.サイクル時に接
合部せん断ひび割れが増加する傾向であった．R＝20×
10-3 rad.サイクル時では，接合部せん断ひび割れが更に
顕著になり，最大荷重に達した．継手先端主筋の降伏は
TB4の正側のみ確認された．R＝30×10-3 rad.サイクル以
降は接合部せん断ひび割れが拡大し荷重が徐々に低下し
た．最大荷重は pQsuと対応し，接合部せん断破壊と判定
される．

3―2　接合部せん断変形
接合部せん断応力度 τj－接合部せん断変形角 γ関係を

図―5に，実験の τjおよび γの算定法を図―6に示す．図
中には靭性指針式3）による接合部せん断終局強度計算値
cτj（直交梁有無の補正係数φ＝0.85）を併せて示す．

TB1および TB2は TB3および TB4に比べて，せん断
変形角が小さく，残留変形も小さい傾向であった．TB1

と TB2を比較すると，TB2はせん断変形角および残留変
形が大きい傾向であった．TB2は梁の曲げ終局強度が
TB1より大きく，接合部せん断余裕度（表―1）が小さ
いためだと考えられる．また，TB3と TB4を比較すると，
TB3はせん断変形角および残留変形が大きい．前述同様，
接合部せん断余裕度の大小の影響であると考えられる．

3―3　変形割合の推移
正加力時の変形割合－層間変形角 R関係を図―7に示
す．接合部および柱変形は図―6のように求め，梁変形
は全体変形から接合部および柱変形を引くことで求めた．

TB1および TB2は，継手先端主筋が降伏した R＝10×
10-3 rad.サイクル以降，梁の変形割合が徐々に増加し，接
合部の変形が低下する傾向であった．一方，TB3および
TB4は接合部せん断ひび割れが発生した R＝5×10-3 rad.

サイクル以降，接合部の変形が増大する傾向であった．

図―8　梁主筋ひずみ分布（正加力）
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3―4　梁主筋ひずみ分布
正加力時の TB1および TB2の梁 1段筋ひずみ分布を

図―8に示す．図中には，材料試験結果から求めた主筋の
降伏ひずみを併せて示す．また，引張降伏後に大きなひ
ずみが発生し，計測不能となった点は矢印↑で示す．継手
先端位置のひずみは，いずれも R＝10×10-3 rad.サイク
ル時に降伏ひずみを超えていることが分かる．梁端部か
ら接合部内のひずみは，TB1は R＝40×10-3 rad.サイク
ルまで概ね弾性範囲に分布している．一方，TB2は梁端曲
げ余裕度が小さいことから，R＝30×10-3 rad.サイクル以
降，梁端部から接合部内のひずみは降伏ひずみを超えた
が，継手先端部のひずみの方が 1.6倍以上大きい．また，
荷重変形関係や破壊性状について，梁端部から接合部内
主筋のひずみが概ね弾性範囲であった TB1と比較して
も明確な違いは見られないことから，総合的に勘案して
HRが成立したと判断される．接合部内のひずみ勾配に
着目すると，TB1は圧縮側主筋で引張ひずみへの転化は
殆どなく，付着は良好であったと考えられる．TB2は R

＝30×10-3 rad.サイクル以降，若干引張ひずみへの転化
が見られるがこれも荷重変形関係等への影響は小さい．

3―5　梁の曲率分布
左梁の曲率分布を図―9に示す．曲率は梁材軸方向の

区間変形から求めた区間平均曲率である．TB1および
TB2は，既報 1），2）と同様に継手先端の曲率が突出し，大
変形時には継手先端から 0.5D区間の曲率が比較的大き
い傾向であった．TB3および TB4は，継手先端の曲率は
僅かに増加する程度で，梁端部の曲率が突出する傾向を
示した．接合部せん断余裕度が小さく，接合部に損傷が
集中することで，HRが成立できなかったことが分かる．

3―6　接合部の横補強筋ひずみ
最大強度が同等である TB1および TB4の梁せん断力

－接合部横補強筋ひずみ関係を図―10に示す．図中には，
横補強筋の降伏ひずみを併せて示す．いずれも接合部せ
ん断ひび割れ発生後，横補強筋のひずみが増大した．降
伏ひずみ 6914μに対して，最大ひずみは TB1で 3177μ，
TB4で 4455μであり，TB4のひずみは大きい傾向であっ
たが，降伏ひずみには達しなかった．従来の接合部と同
様，接合部横補強筋は接合部終局せん断強度3）への寄与
が小さい．

§4．実験結果の検討

4―1　等価粘性減衰定数の比較
TB1および TB2の等価粘性減衰定数の比較を図―11
に示す．等価粘性減衰定数（実験値 heq）は 2サイクル目
の履歴ループを用いて算定した．図中には限界耐力計算
の基本的な減衰評価式による計算値 heqを併せて示す．
計算値に用いる塑性率 μの基点は，継手先端 2段主筋が
降伏した時点とした．TB1の実験値 heqは，全サイクル
で計算値 heqを大きく上回る傾向を示した．一方，TB2の
実験値 heqは計算値 heqと同程度となる傾向を示した．

表―4　実験値最大強度および終局強度計算値一覧

図―11　等価粘性減衰定数 heq の比較

図―9　左梁の曲率分布

図―10　接合部の補強筋ひずみ履歴
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TB2は TB1より接合部せん断余裕度が小さく，接合部の
損傷が比較的大きいことが要因だと考えられる．

4―2　実験値と計算値の比較
実験値最大強度 eQmと終局強度計算値一覧（梁せん断

力換算）を表―4に示す．終局強度計算値は 3―1節に示
す方法で求めた．梁せん断力換算式を⑴式～⑷式に示す．
梁 HR曲げ破壊型 TB1と TB2は，eQm／bQfu1が 1.01，接
合部せん断破壊型の TB3と TB4は，eQm／pQsuが 1.12と
1.08であった．以上より，本研究の HR柱梁接合部の梁
曲げ終局強度は ACIストレスブロック法5），接合部せん
断終局強度は靭性指針式3）で評価できることが分かる．

bQfu1＝
bMfu1 ⑴（Lb－Ls－x）

bQfu2＝ bMfu2 ⑵
Lb

cQfu＝
cMfu ･H ⑶
Hc L

pQfu＝
pVsu

⑷
2・（Lb－L ）jb H

ここで，bMfu1は継手先端終局曲げモーメント，Lbは梁
シアスパン，Lsは継手長さ，xは柱面から継手末端まで
の距離，bMfu2は梁端部終局曲げモーメント，cMfuは柱終
局曲げモーメント，Hcは柱シアスパン，Hは柱スパン，L
は梁スパン，pVsuは接合部終局せん断力，jbは応力中心間
距離とする．

4―3　各種余裕度の検討
梁端曲げ余裕度，接合部せん断余裕度の検討のため，本

研究の TB1～TB4のほか，HRに関する既往文献 4，6～
11）の試験体を抽出し，データベースを作成した．eQm／

bQfu1に対する梁端曲げ余裕度および接合部せん断余裕
度の関係を図―12，図―13に示す．
抽出は，HR手法は問わずに梁端部に HRを適用した

十字形骨組に限定した．梁端貫通孔，HR柱，接合部内
主筋のみ高強度化したものは，因子が異なるため除外し
た．実験最大強度 eQmは文献から読み取れる値を用いた．
破壊モードは，文献に示される破壊モードあるいは破壊
経過に倣った．なお，A-5は梁主筋降伏後接合部破壊型
と文献 8）中に示されているが，一方でスリップ化は見
られず最大耐力後の耐力低下は小さかったとも示されて
おり，R＝40×10-3 rad.サイクル迄は最大荷重の 80％以
上の耐力を保持していることから梁 HR曲げ破壊型とし
た．各種余裕度算出は 3―1節および 4―2節に倣った．
梁端曲げ余裕度は 1.0～2.0程度の範囲で幅広く分布さ

れ，最小値は 1.01であった．HRを成立させるためには
梁端曲げ余裕度を 1.01程度以上確保すれば良いと考え

られる．接合部せん断余裕度は 1.0～1.2程度の試験体が
多い．接合部せん断余裕度が 0.8程度以下では，接合部
せん断破壊（×）が図中黒実線と対応した．1.0程度の場
合，梁 HR曲げ降伏後の接合部せん断破壊（△）が 1点
示された．1.05程度以上であれば全試験体が梁 HR曲げ
破壊となっていることから，HRを成立させるためには
接合部せん断余裕度を 1.05程度以上確保することが望
ましい．

§5．まとめ

本研究では，梁端部を高強度鉄筋で補強し，120 N/

mm2級のモルタル充填式機械式継手を用いた HR十字
形骨組の実験を実施し，以下の知見を得た．
⑴　本研究の HR十字形骨組は梁端曲げ余裕度を 1.05

程度，接合部せん断余裕度を 1.1程度確保すれば，
HRが成立して優れた変形性能を実現できる．

⑵　本研究の HR十字形骨組の曲げ終局強度は ACI

ストレスブロック法，接合部せん断終局強度は靭性
指針式で精度良く評価できる．

⑶　本研究および既往文献の各種余裕度の検討より，
梁端曲げ余裕度および接合部せん断余裕度の傾向や
HR成立に必要な最小値を確認した．
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図―12　eQm／bQfu1－梁端曲げ余裕度関係

図―13　eQm／bQfu1－接合部せん断余裕度関係
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